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３．２．５．２ 沿岸域の地震活動の把握  
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(1) 業務の内容  

 

(a) 業務題目 

  2.5.2 沿岸域の地震活動の把握 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人防災科学技術研

究所 地震津波防災研究部門 

主任研究員

主任研究員

副部門長 

主任研究員

総括主任 

研究員 

主任研究員

主任研究員

主任研究員

特別研究員

松原 誠 

浅野 陽一 

汐見 勝彦 

木村 尚紀 

松本 拓己 

 

松澤 孝紀 

上野 友岳 

木村 武志 

ヤノトモコエリ

ザベス 

 

(c) 業務の目的 

 陸域の自然地震観測網のデータを基に、詳細な震源分布を明らかにし、地震発生層の下

限をもとに断層面の深さについて推定する。また、発震機構解を基に断層面上のすべり角

を推定する。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２５年度： 

日本海沿岸域における地震活動データから、震源断層モデルにおいて重要なパラメータ

である地震発生層深度とすべり角の初期的情報を提供した。地震発生層深度は、ルーチン

震源データに基づき、地震発生層の下限と上限の深さ（D90 と D10）の計算を実施した。

その結果を基に他のサブテーマで推定された予備震源断層の位置・形状情報から、各震源

断層における地震発生深度の見積もりを行った。一方、すべり角は、既存の地殻応力研究

の結果に基づいた日本島弧の広域応力場に基づき、前述の予備震源断層の位置・形状情報

の走向・傾斜角のデータから、最適なすべり角を推定した。 

 

  2) 平成２６年度： 

日本海沿岸域における地震発生層深度の改善を図ることを目的に、使用する地震波速度

構造モデルとして信頼性のある三次元速度構造を用い、震源再決定を行った。これによっ

て震源の精度（特に深さ方向）が向上することから、得られた結果を用いて地震発生層深

度を推定し直し、前年度に推定した震源断層ごとのモデルパラメータの更新を行った。 
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  3) 平成２７年度： 

 沿岸域での地震活動を詳細に把握するために、地震波速度構造モデルの高精度化を図っ

た。既存の観測網で観測された海域の制御震源の記録と自然地震のデータを用いて、三次

元地震波速度構造モデルを高度化した。平成 27 年度は、新潟沖周辺の地域を対象とした。 

 

  4) 平成２８年度： 

 新潟県を中心に改良された三次元地震波速度構造モデルを用いて震源再決定を実施して、

震源断層モデルの地震発生層深度の情報を更新した。また、発震機構解を基に応力場を推

定した。沿岸域での地震活動の詳細な把握に資する日本海沿岸の地震波速度構造の高精度

化のため、既存の観測網で観測された東北地方南部および北陸・近畿地方における自然地

震の直達地震波到達時刻の読み取りを行った。 

 

 5) 平成２９年度： 

 平成 28 年度に読み取られた東北地方と近畿・北陸地方の読み取りデータを中心に三次

元地震波速度構造モデルを改良する。沿岸域での地震活動の詳細な把握に資する日本海沿

岸の速度構造の高精度化のため、既存の観測網で観測された北海道・中国地方における自

然地震の地震波到達時刻の読取を行う。 

 

  6) 平成３０年度： 

 平成 29 年度に読み取られた北海道・中国地方の読み取りデータを中心に、三次元地震

波速度構造モデルを改良する。その構造に基づいて震源再決定を実施し、地震発生層深度

を更新するとともに微小地震のメカニズム解の決定を行い、応力場を推定する。沿岸域で

の地震活動の詳細な把握に資する日本海沿岸の速度構造の高精度化のため、既存の観測網

で観測された東北地方北部・九州沿岸地域で発生した地震の直達波の読み取りを行う。 

 

  7) 平成３１年度： 

 平成 30 年度に読み取られた東北地方北部・九州沿岸地域の読み取りデータを中心に、

三次元地震波速度構造モデルを改良する。その構造に基づいて震源再決定を実施し、地震

発生層深度を更新するとともに微小地震のメカニズム解の決定を行い、応力場を推定する。 

 

 8) 平成３２年度： 

 これまでの調査結果を取り入れた震源再決定の結果に基づき、日本海側全域の地震発生

層深度の最終的な情報を提供する。合わせて、これまで得られた微小地震メカニズム解を

全て取り込み、断層すべり角の最終的な情報を提供する。 

 

(e) 平成２８年度業務目的 

平成 27 年度に読み取られたデータを用いて新潟県を中心に改良された三次元地震波速

度構造モデルを用いて震源再決定を実施して、震源断層モデルの地震発生層深度の情報を

更新する。また、発震機構解を基に応力場を推定する。沿岸域での地震活動の詳細な把握

に資する日本海沿岸の地震波速度構造の高精度化のため、既存の観測網で観測された東北
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地方南部および北陸・近畿地方における自然地震の直達地震波到達時刻の読み取りを行う。 

 

(2) 平成２８年度の成果  

(a) 業務の要約 

新潟県を中心に改良された三次元地震波速度構造モデルを用いて震源再決定を実施し、

震源断層モデルの地震発生層深度の情報を更新した。また、発震機構解を基に応力場を推

定した。沿岸域での地震活動の詳細な把握に資する日本海沿岸の地震波速度構造の高精度

化のため、既存の観測網で観測された東北地方南部および北陸・近畿地方における自然地

震の直達地震波到達時刻の読み取りを行った。 

 

(b) 業務の実施方法および成果 

 1) 三次元地震波速度構造を用いた震源再決定 

 a) はじめに 

防災科研 Hi-net では一次元地震波速度構造（鵜川・他, 19841)）を用いて震源決定を行

っている。地震発生層の上限・下限・厚さなどを精度良く推定するためには、震源決定精

度を高める必要がある。観測点補正値も考慮した三次元地震波速度構造を用いて震源再決

定を行うことにより波線経路も真実の経路に近づき、震源決定精度も向上する。そのため、

平成 28 年度に推定された三次元地震波速度構造を用いて、防災科研 Hi-net で求められて

いる日本海側の震源の再決定を実施した。 

 

 b) 手法およびデータ 

 新たに推定された三次元地震波速度構造（Matsubara et al., 20172)）を元に、防災科研

Hi-net でマニュアルにより検測された（Hi-net カタログ）2000 年 10 月から 2014 年 3 月

までの 147,716個の地震（図 1）について震源再決定を実施した。波線追跡法は Koketsu and 

Sekine（1998）3) のシュードベンディング法を用いている（Matsubara et al., 20044); 

Matsubara et al., 20055); Matsubara et al., 20086); Matsubara and Obara, 20117)）。 

 

 c) 解析結果と議論 

 三次元地震波速度構造（Matsubara et al., 20172)）が推定されている領域に分布する

128,411 個の再決定された震源分布を図 2 に示す。2000 年鳥取地震、2004 年中越地震、

2005 年の福岡県西方沖の地震など地震は、浅く再決定されている。海域の地震やごく浅い

地震については、三次元地震波速度構造が精度良く推定されていないため再決定されてい

ない（図 2）。新潟県中越地域の震源分布を比較すると一次元地震波速度構造（鵜川・他 , 

19841)）による震源と比較して、深さ 5 km 以浅の浅い地震は深く、深さ 20 km 以深の深

い地震は浅く再決定されている（図 3）。 

 

 2) 地震発生深度情報の更新 

 a) はじめに 

  地震発生層の上限・下限・厚さは、活断層により引き起こされる地震の断層の幅を規定

する。アスペクト比が一定である場合、長さとともに深さ方向にも断層面は大きくなり、
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断層面の端が下部地殻まで達することも想定される。しかし、下部地殻は延性領域であり、

通常の地震を引き起こすことは困難である。そのため、地震発生層の下限を推定すること

により、活断層により引き起こされる地震の断層面の最大幅を規定することが可能となる。

前節における三次元地震波速度構造を用いて再決定された震源情報を用いて、地震発生層

の上限・下限・厚さの情報を更新した。 

 

 b) 手法およびデータ 

地震発生層深度の推定方法についてまとめる。深さ 50 km までを考慮すると、解析領域

では、沈み込むフィリピン海プレートに伴う地震活動も含まれる地域も存在する。活断層

に起因する地震についての地震発生深度を推定することが目的であることから、本解析で

は深さ 25 km までの地震活動を用いた。解析対象期間は防災科研 Hi-net において大学な

どの観測点も読み取りに追加された 2005 年から 2013 年 3 月までである（図 4）。 

まず、解析対象領域において、経緯度 0.1°（約 10 km）間隔でグリッドを面的に配置

する。それぞれのグリッドを中心として、四方（東西南北）へそれぞれ 0.2°（約 20 km）

の範囲（約 40 km 四方）における深さ 25 km までの直方体内において発生した地震のデ

ータセットを作成する。この地震のデータセットの中で、上方（浅方）に 90 %の地震が含

まれる深さを地震発生層の下限（D90）とし、浅方に 10 %の地震が含まれる深さを地震発

生層の上限（D10）とする。なお、直方体の中に 10 個以上の地震が存在するときにこれら

の値を推定し、10 個に満たないグリッドは解析対象から外した。 

 

 c) 解析結果と議論 

 防災科研 Hi-net の定常処理の震源分布を三次元地震波速度構造により再決定した震源

カタログを用いて解析した D10、D90 の深度および両者の差から求めた地震発生層の厚さ

の分布をそれぞれ図 5 に示す。D10 は北海道北部や東北脊梁部や長野・富山県境付近で浅

くなっている。東北脊梁部や長野・富山県境は第四紀の活火山と一致する。一方、東北地

方の日本海側や若狭湾ではやや深い。D90 は北海道北部や東北地方の日本海側で非常に深

くなっている。若狭湾においてもやや深い結果が得られた。その結果、地震発生層の厚さ

としては、北海道北部では非常に厚くなっている。また、東北地方の日本海側においても

やや厚い結果が得られた。一方、東北脊梁部や長野・富山県境などの火山が分布する地域

や中国地方東部ではやや薄い結果が得られた。 

気象庁一元化震源を三次元地震波速度構造で再決定した震源分布から求めた D90

（Omuralieva et al., 20127)）においても、北海道北部は非常に深く求められている。秋

田・新潟・佐渡付近などの日本海沿岸では D90 がやや深くなっており、中国地方の東部か

ら中部にかけては D90 が浅くなっており、本研究と調和的である。本研究では、海の下の

構造も推定されていることから、日本海沿岸まで解析領域が拡大している。日本海側では

沿岸だけではなく沖合にまで D90 が深い領域が広がっていることが分かった。 

防災科研 Hi-net の観測井を用いて推定された地殻熱流量分布（Matsumoto, 20078)）と

D90 を比較した（図 5）。北海道西部や東北地方の脊梁部から日本海側、長野富山県境や山

陰地方の東部など、D90 の浅い領域は地殻熱流量の高い領域と一致する。地殻熱流量が高

いことは地下の温度が浅いところでも高くなりやすいことを示しており、脆性破壊が起こ
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る領域も浅いところに限られ、D90 が浅くなっていると考えられる。 

 

 3) 地震発生場の応力場の推定 

 a) はじめに 

  三次元地震波速度構造を用いて震源を再決定することにより、震源からの波線の射出角

も精度よく計算され、発震機構解の精度も向上する。防災科研 F-net ではマグニチュード

3.5 以上の地震についてモーメントテンソル解を求めている。しかし、小さい地震につい

ては、防災科研 F-net では解析されないため、発震機構解は防災科研 Hi-net により直達 P

波の極性を用いて推定された解しかない。本解析では、前述した三次元地震波速度構造が

推定されている領域に再決定された震源と三次元地震波速度構造を用いて再決定された発

震機構解をもとに、P 軸・T 軸の分布から、日本海沿岸における応力場を推定した。 

 

 b) 手法およびデータ 

三次元地震波速度構造を用いた震源再決定された 128,411 個の地震のうち、75,327 個の

地震について三次元地震波速度構造を用いて計算された震源からの直達 P 波の射出角を用

いて再決定された発震機構解を決定した。これらの M1.5 以上の地震のメカニズムを三次

元地震波速度構造表示ビューワー（松原，20099)）を用いて速度構造とともに、各深さ近

傍における地震の P 軸・T 軸を表示した。 

 

 c) 解析結果と議論 

75,327 個の地震の発震機構解に基づき、M1.5 以上の P 軸・T 軸を図 6 に示す。P 軸は

日本列島全体に置いて東西方向を向いており、日本列島全体がおおむね東西圧縮場にある

ことを示している。T 軸については東北地方については短く鉛直に近いものが多いが、西

南日本では南北方向を向いており、東北日本において多くみられる逆断層型の地震、西南

日本で多くみられる横ずれ型の地震と調和的である。M3.0 以上の地震の P 軸・T 軸を図 7

に示す。大きな地震についても、微小地震と同様、東北日本における逆断層型、西南日本

における横ずれ断層型の P 軸・T 軸が顕著である。 

 

 4) 東北地方南部および北陸地方の追加読み取り 

 a) はじめに 

  東北地方南部や北陸地方には、防災科研 Hi-net の観測点に加えて、気象庁や東京大学、

東北大学などの観測点も存在する。2004 年以前の地震について、防災科研 Hi-net 以外の

観測点における読み取りを用いていなかった。そのため、2004 年以前の新潟県周辺の地震

について読み取り作業を行った。 

 

 b) 手法およびデータ 

2000 年～2005 年までの東北地方南部については 500 個、北陸地方については 840 個の

地震について追加読み取りを実施した（図 8）。それぞれの地域で追加読み取りをした観測

点を図 9 に示す。 
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 c) 解析結果と議論 

 読み取る観測点が増えることにより、地震直上の観測点も増えることから、陸の下にお

ける地震については震源の深さが精度良く再決定された。北陸地方・東北地方南部ともに

深さ 10 km 以浅の地震は 1～5 km 深く、深さ 20-30 km の地震は 1～8 km 浅く再決定さ

れている。海域の地震については、直上の観測点がないため、深さ方向はばらつきが依然

として大きい。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

三次元地震波速度構造を用いて、2000 年 10 月から 2014 年 3 月までの 147,716 個の地

震のうち構造が精度良く推定されている領域の 128,411 個の震源が再決定された。2000

年鳥取地震、2004 年中越地震、2005 年の福岡県西方沖の地震など地震は、浅く再決定さ

れている。これらの地震のうち 2005～2014 年 3 月までの地震の分布を解析し、地震発生

層の上限（D10）・下限（D90）・厚さ（D90 と D10 の差）を求めた。D10、D90 ともに東

北脊梁部や長野・富山県境付近などの活火山が分布する地域で浅くなっている。一方、東

北地方の日本海側や若狭湾では深くなっている。厚さは、北海道北部や東北地方の日本海

側で熱くなっている。地殻熱流量の高い領域と D10 や D90 の浅い領域が一致する。 

既往の大地震の震源と地震時すべり域と D90 を比較することにより、D90 が活断層によ

る地震の最大幅を規定するかどうかを確かめることができる。本解析では、2000 年 10 月

～2014年 3 月の長期間にわたる D10や D90を求めたが、個々の既往の大地震については、

それぞれの大地震の発生前における D10 や D90 とそれぞれの地震の地震時すべり域を比

較することにより活断層に起因する大地震の地震時すべり域の最大幅が地震発生前に規定

されるかどうかを確認する必要がある。 
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(3) 平成２９年度業務計画案  

東北地方と近畿・北陸地方の読み取りデータを中心に三次元速度構造モデルを改良する。

沿岸域での地震活動の詳細な把握に資する日本海沿岸の速度構造の高精度化のため、既存

の観測網で観測された北海道・中国地方における自然地震の地震波到達時刻の読取を行う。 

 

 
図 1 防災科研 Hi-net カタログによる震源分布。 
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図 2 三次元地震波速度構造を用いて再決定された震源分布。矩形は図 3 の範囲を示す。 
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図 3 新潟県（図 2 の矩形内）における Hi-net と三次元地震波速度構造を用いて再決定し

た震源分布の比較。 
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図 4 D10、D90 および地震発生層の厚さを推定するために用いた震源分布。 
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図 5 D10、D90、地震発生層の厚さおよび Matsumoto （2007）8) による地殻熱流量分

布。 
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図 6 各深さについて±5 km 以内の地震についての（上）P 軸・（下）T 軸の分布（M≧

1.5）。 
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図 7 各深さについて±5 km 以内の地震についての（上）P 軸・（下）T 軸の分布（M≧

3.0）。 

 

 
図 8 追加読み取りして再決定された震源分布。(a)北陸地方(b)東北地方南部。 
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図 9 追加読み取りした観測点分布。(a)北陸地方(b)東北地方南部。 


